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〈紹 介〉
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桑 原 輝 路
ヴ ェラス教授(ツ ール ーズ大学)は,さ きに第一次 農産 品の国際市場組織
を研究 した 「国際経済社会法」第1巻(DroitInternationalEconomiqueet
Social・TomeI,1965)を出版 した。 同書についてはす でに 国際法外交雑誌
(66巻4号)で紹 介 した。 また本誌17巻 斗号で 同 じi著者 の 「国際経済社会法
の性格 と技術」を紹介 したが,こ れは 「国際経済社会法」 の序 論 として書か
れた ものを,同 書 の出版に先立 って ツール ーズ大学法経学部 の国際お よび開
発途上 国研究所 刊行物 第5巻 に収 めて 発表 した ものであ る。1965年に第1
巻が 出版 された 「国際経済社会法」は第2巻 以後 さ らに数巻の刊行が予定 さ
れ てい るが,そ れ とは別に昨年 ここに紹介す る 「国際法 ・国際制 度」 と最後
に簡単 にふれ る 「国際法 と政治学」 の二書が ヴ ェラス教授に よって出版 され
た。 「国際法 ・国際制 度」は しか し 「国際経済社会法」 とは異 な り,法 経学
部 における国際法 関係の講義 のいわぽ教 科書 と して書かれた ものであ る。 と
ころでそれは如 何な る科 目を対象 とした教科書 であ り,ま た どの ような内容
を含む ものであ ろ うか。
フラ ンスの 大学の法学 部は,1954年以来数次にわた って 学制 改革 が行 な
われ て きた。それ らの改革 の 目的 の一つに学士課程 におけ る国際法お よび国
際 問題 に 関す る教育の 重視があげ られ る。1954年改革以前 においては,国
際法 は第3学 年(当 時 は3年 制)の1学 期講義(1学 年は2学 期 よりな る)
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で あ り,かつ選択科 目にす ぎなか った。1954年の改革は学士課程に おけ る国
際法教育 に二つ の科 目,す なわ ち第1学 年 における国際制 度論(lnstitutions
interna七ionales)および 第3学 年におけ る 国際法詳論(Droitinternational
publicapprofondi)を設 け(い ずれ も1学 期講義),そ の うち 国際制度論を
法学部全学生の必修科 目とした。そのほか に国際問題を も取扱 う科 目と して
現代政治問題(Grandsprob1さmespolitiqnescontemporains)カミ第4学 年
に設 け られた(1学 期講義)。
この よ うに1954年改 革は,従 前 に比 し 学士課程におけ る 国際法お よび国
際問題の教育にか な り重要 な地位を与 え ることに な ったが,こ の方向は さ ら
に1962年の改革に よって 一 層強 め られた。 フラ ソスの大学 には独立 の経済
学部はな く,経済学 の教育 も法学部 において行なわれて きた。 ところが1957
年に法学 部は法経学部(Facult6deDroitetdesSciencesEconomiques)
と改名 され,独 立 の経 済学部の 成 立に までは 至 らなか ったが,1960年か ら
従来の法学士課程 のほかに新たに経済学士課程が設 け られ ることになった。
そ して1962年の改革は,新 設 の経済学士課程に対 して も 国際制度論を必修
科 目とし,た だ法学士課程においては従 来通 り第1学 年 の科 目で あるが,経
済学士課程で は第2学 年 の科 目と した。 さらに1962年改革は,国 際法詳論
を法学 士課程 第3学 年 の2学 期継続 の 通年 講義 とし,第4学 年 の 現代政治
問題 も通年講義 とす る とともに,新 たに 第4学 年 の 科 目と して 欧州機構 論
(Organisationseurop6ennes)を設 けた(1学 期講義)。 この よ うに1962年
改革 に よって国際法お よび国際問題 の教育 は一層拡大 され ることに なった。
ヴ ェラス教授 の 「国際法」には 「国際制度 」とい う副題がつけ られ ている。
同書 の まえが きに も 記 され てい るよ うに,本 書 は上 に述べた1954年の改革
に よって新設 され た国際制度論のための教科書 として書 かれた もので ある。
それで は国際制 度論 は どの よ うな内容 の ものであろ うか。
フラ ソスに おいては,法 経学部 の学制 はす べて,各 科 目の講義 内容にいた
るまで政令 ない し文 部省 令に よって定 め られてお り,従 って全国 の国立大学
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においてほぼ一律の教育が行なわれ る。国際制度論の講義内容についても省
令に よって 定め られている。1954年12月29日の省令はその内容を 次のよ
うに定めた。
1.法 的観点か らみた国際制度の性格。16世紀以降の国際法 および 国際
制度の発展。
2.国 際社会の構成:国 家および国家集団,国 家的団体以外の構成員。
3.国 際関係の一般的な様式および様態:国 際条約およびその他の国際法
の法源,承 認,外 交使節および領事。
4.1919年以降の普遍的 お よび 地域的国際機構i,専門的国際機構…。 非 自
治地域,委 任統治および信託統治。技術協力,個 人の保護。
このプログラムに基づいて1955年か ら国際制度論の講義が開始 されたが,
1962年改革によりプログラムの 一部改正が行なわれた。1962年8月3日の
省令は新 しいプログラムを次のように定めた。
1.15世紀末以降の国際制度の発展。
2.現 代国際社会:そ の構成および構造;国 際法の法源,承 認,外 交関係
な らびに領事関係について,お よび紛争の解決についての概要。
3.国 家。特殊国家の地位。国家集団。連邦主義。不平等的地位(信 託統
治,非 自治地域)。非国家的団体。 国際生活への個人の参加および人間
の権利。
4.普 遍的および地域的国際機構。
5.国 際貿易,経 済援助,財 政援助および技術援助の制度。
第1項 か ら第4項 までは1954年プログラムと実質的に大差はな く,1962
年 プログラムの新 しさは第5項 がつけ加え られた ことである(も っとも技術
援助については1954年プログラムに もあげ られていた)。1963年以後はこ
の新 しいプログラムに基づいて国際制度論の教育が行なわれている。
ヴェラス教授の 「国際法 ・国際制度」もこのような公式のプログラムに従
って書かれた ものであ り,従 っておおむね上にあげたような諸事項を内容 と
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してい る。 これ までに 国際制度論 の 教科 書 と しては,パ リ大学 のル テール
教授 お よび コ リア ール教授 の ものがあ り(P.Reuter,InstitutionsInter-
nationales,5e6d.,1967;C.A.Colliard,InstitutiOnsInternationales,4e6d.,
1967),それに新 たに ヴ ェラス教授の ものが 出たので あるが,上 記 プ ログラ
ムの諸事項 のと り上 げ方や全体の構成 の仕方 につ いては三者それ ぞれ に異 な
り,そ れぞれ に特色がみ られ る。
ヴ ェラス教授 の国際制度論は,序 論 と国際法 の法源,国 際社会 の構 造,国
際機構 の3篇 よ りな る。序論においては,国 際法,国 際社 会お よび国際制 度
の定義,国 際法 の地位,性 格,方 法論 といった基本 的な問題 と国際法 の歴史
的形成 についての考察が含 まれてい る。第1篇 「国際法 の法源」では,国 際
司法裁判所規程38条 にあげ られてい る 国際慣習,条 約 お よびその他 の法 源
のほかに,一 方的行為お よび国際機構 の決定があげ られ ている。第2篇 「国
際社会 の構造」は,国 際法 の主体 の問題 で,国 家,国 際法 の主体 と しての非
国家地域 お よび 個人 それに 国際機構 の4部 よ りな り,第1部 国家のなか に
1962年プ ログラム 第2項 の承認 外交関係,領 事関係,紛 争 解決 とい った
問題が,国 家の観念,分 類,構 成要素 の問題 とともに体系化 され述べ られ て
いる。第2部 非国家地域 は,ロ ーマ教 皇庁,信 託統治地域,国 際行政地域 に
わけ られ,国 際行政地域 のなかには ツ・一ル ーズか らほ ど近 い ピ レネ ー山脈 中
にあ り,ヴ ェラス教授がか ってその研究を された ことのあ るア ソ ドラも一例
としてあげ られ ている。 第3部 個人では 世界 人権宣言,ヨ ー ロッパ人権 条
約,少 数民族,亡 命者 の問題が と り上げ られ てい る。第4部 は国際機構 とな
ってい るが,実 質的説 明は次 の第3篇 にゆず ってい る。第3篇 「国際機構 」
は,国 際機構 の分類,権 限,構 造等を取扱 う総論の部分 と個 々の国際機構 を
考 察す る各論 の部分にわかれ てお り,後 者 は さ らに国連お よびその専門機関
を対象 とす る普遍 的機構 とア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ,ア フ リカ,ア ジア等の地
域 的機構にわけ られてい る。
国際制度論 の教 育においては,こ の科 目の性質上 国際制度 の歴史的発達 に
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関す る考察に一つの重点がおかれている。事実,ル テール教授およびコリア
ール教授においては,独立の篇ないし大項 目で それぞれ50頁にわたって国
際関係,国 際制度,国 際法の歴史的発展が詳細に述べ られている。それに く
らべると ヴェラス教授の 「国際法の歴史的形成」(国際法の起源,国 家間的
国際社会16世 紀か ら国際連盟まで一一,組 織化された国際社会 国際
連盟以後一一 の3節 よりなる)は かな り簡略である。国際制度論のもう一つ
の重点は国際機構に関する考察である。いわゆる国際機構論は,国 際機構 の
観念,性 格,権 限,構 造 といった一般論の部分 と一定の基準に基づ く分類に
よる個 々の国際機構の考察の部分か ら普通構成される。三教授の国際制度論
はそれぞれに特色ある国際機構論を展開している。ルテール教授のす ぐれた
国際機構一般論およびコリアール教授の充実 した各国際機構の解説は,す で
に高 く評価 されている。ヴ ェラス教授 も国際機構の重要性,分 類,設 立,権
限,構 造および権力を論 じて ユニークな一般論を提 出しているとともに100
頁にわたって普遍的および地域的な各国際機構をかな り詳細に扱 っている。
1962年改革は 前述 した ように国際制度論のプログラムに新たに国際貿易,
経済援助,財 政援助および技術援助の制度を加えた。 ヴェラス教授の 「国際
法 ・国際制度」には,著 者が専攻するいわゆる国際経済社会法の分野にみ ら
れる諸例への言及が各所においてなされてはいるが,し か し国際貿易制度等
の問題を独立に取扱 うことを していない。ツールーズ大学の ドクトラおよび
付属国際研究所の講義や演習では,例 年そのような問題がヴ ェラス教授に よ
ってとり上げ られているし,ま た 「経済的および社会的協力の法」に関す る
著書の出版を予定 してお られ るとい うことであるか ら,それ らの問題につい
ては別にまとめて発表され るのであろ う。ルテール教授の国際制度論におい
ても(第5版 は未見だが,少 な くとも第4版 までは),1962年プPグ ラムに
おいて新たに加えられた上記の問題をとくに独立の章節を設けてとり上げる
ことを していない。ただ若干の事項 とくに国連の活動に関連 して,そ れ らの
問題がある程度述べ られているにす ぎない。それに対 してコリアール教授の
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国際制度論には,第2版(1963年)以後,1962年プログラムの第5項 の諸問
題に対 して独立の一篇が設け られた。 ついでなが ら最新の第4版(1967年)
についてみると次のような事項がと り上げ られている。1.国 際貿易(国 際
通貨協力,貿 易の自由,若 干産品の規制)2.国 際制度 と開発(貿 易 と開発,
技術援助,経 済援助)3.技 術協力と共同管理(20世紀に固有の技術的国際
機関,国 際管理機関)。 これ らの問題は必ず しもすべて 公式のプログラムに
あげ られているわけではないが,い ずれに しても国際制度 とい う観点か ら,
このような問題をとり上げ るところにフラソスの国際制度論の一つの特色を
み ることができるし,ま た,そ れ らを独立の篇においてとり上げ詳述 してい
るところにコリアール教授の国際制度論の他 と比較 しての特色をみることが
できる。
ヴェラス教授の 「国際法 ・国際制度」は,ル テールおよびコリアール教授
の国際制度論 と比較 して,「国際法の法源」に 非常に多 くの スペースをさい
ている。 コリアール教授の場合は,独 自の体系のもとに比較的詳細に法源の
問題を取扱 っているが,ル テール教授においては国際法の基本観念の章のな
かの1節 として簡単に法源の問題を とり上げているにす ぎず,詳 細は第3学
年の国際法詳論のために書かれた 「国際法」(3版,1968年)にゆずってい
る。公式 プログラムも国際制度論では法源についての概要を要求 しているだ
けであ り,立入 った考察は国際法詳論に予定されている。いずれにしてもヴ
ェラス教授は,本 書において 「国際法の法源」に1篇 をあて,し か もそれに
全体の三分の一の頁数を費 している。 とくに条約に詳 しく,それは二国間条
約を中心 とした伝統的な条約論ではな く,多数国間条約 のとりわけ作成手続
にみ られる新 しい諸現象を充分にと り入れた条約法の研究であ り,また,条
約を主た る法源とす る国際経済社会法の厚味のある研究に裏打ちされた興味
ある条約論となっている。
本書は前述のよ うに 法経学部の 学士課程 第1学 年ない し第2学 年におい
て,法 学専攻の学生および経済学専攻の学生を対象 として,時 代の要請に応
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じて新設 され た 「国際制度論」の教科書 として書かれ た もので ある。本書の
この よ うな性格か らして,わ れわれ に とって も本書は,ル テ ール教授 お よび
コ リアール教授 の著作 とともに,国 際法 の よき入門書,現 代 国際社会 の諸制
度理 解への よき手 引 きとなるであ ろ う。
最後 に 本書 とともに 同 じ 著者 に よ り 出版 された 「国際法 と政治学」(P・
Vellas,DroitInternationaletSciencePolitique.RecueildeTextes,Paris,
LibrairieG6n6raledeDroitetdeJurisprudence,1967,341P.)について
一言 しよう。 これは と くに フラ ソスの法経学部の学 生を対象 として,国 際制
度論 等の国際法関係 の科 目履 修に さい して参照すべ きいわ ば条約資料集 と し
て,著 者に よ り編集 出版 された ものであ る。 同種 の ものに ル テ ール教授等
の編集 になる 「条約 と外交文書」がすでに 出版 され ているが(P.Reuteret
A.Gros,Trait6setDocumentsDiplomatiqnes,3e6d.,1963),両者 の編集方
針お よび内容 にはか な りの相違があ る。 ヴ ェラス教授 の この資料集は,同 書
の まえが きに よれば,あ ま りに も多様で あ り,ま た,あ ま りに も数が多 いた
めにその入手が容易ではない資料 を,と くに法経学 部の学 生のために提 供す
る ことを 目的 としてい る。その資料 には重要な国際条約が含 まれ るが,し か
し本書 は単 なる条約集 とは違 う。条約(全 文掲載の もの もあ り,ま た例 えば
加入,批 准,留 保条項等 の例 示 と して部分 的にあげ られ てい るもの もある)
のほか に国連総会,安 保理事会そ の他 いろいろな国際機 関の決議,勧 告,諸
種の国際裁判所 の判 決,国 連事務総長 の報告,紳 士協定 等 々の きわめ て多様
な資料が収録 され ている。 全体が 政治的 ドク トリソ と 国際法,国 際法 の法
源,国 際社会の主体,国 際機構,国 際経済社会協 力の5篇 か ら構成 され(第
1篇と第5篇 を除けば,さ きの 「国際法 ・国際制 度」 と同様 な構成 となって
お り,従 って本書は第一に 同書に対応す る 資料集 として 作成 され てい る),
各篇が さ らに細か い項 目にわけ られ,手 短 かな コメ ソトとともに さまざまな
関係資料が配列 され てい る。たんに国際的ない し外交的文書,資 料 のみで な
く,政 治家の発言,ロ ーマ教皇 の回章,若 干の国際法学 者の学説 の引用 まで
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含 まれている(第1篇 政治的 ドク トリソと国際法)。 ともか く特色ある条約
資料集 として,ま た,わ れわれに とって必ず しも参照が容易でない多 くの条
約資料等を含む ものとして,本 書は現代の国際法ない しは国際制度の研究に
少なか らず役立つであろう。
